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賃 金 規 程 

 

第１章 総 則 

 

第１条（適用範囲） 

  この規程は、株式会社スターシャル教育研究所の社員の賃金および賞与について定めたものであ

る。ただし、この規程によらないものについては、各人の雇用契約書および労働条件通知書の定め

るところによる。 

 

第２条（賃金の構成      ） 

  賃金の構成は以下のとおりとする。 

①通常業務従事者 

 

基 本 給 

役職手当 

リーダー手当 

児童発達支援管理責任者手当 

基準内賃金 キャリア手当 

処遇改善手当 

職務手当 

住居手当 

通勤手当 

兼務発令手当 

賃  金 

業務手当 

   基準外賃金   時間外勤務手当 

割増賃金  休日勤務手当 

深夜勤務手当 

資格奨励金 

 

臨時手当 

 

 

②在宅限定業務従事者（パートタイマー・アルバイト） 

 

基準内賃金 基本給 

       時間外勤務手当 

賃  金  基準外賃金 割増賃金  休日勤務手当 

深夜勤務手当 

資格奨励金 
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第３条（賃金計算期間および支払日） 

１．賃金は、当月 1 日から起算し、当月末日を締め切りとした期間（以下、「賃金計算期間」という）

について計算し、翌月 15 日に支払う。ただし、当該支払日が休日の場合はその前日に支払うものと

する。 

２．前項の規定にかかわらず、以下の各号の一に該当するときは社員（第 1 号については、その遺族）

の請求により、賃金支払日の前であっても既往の労働に対する賃金を支払う。 

 ①社員が死亡したとき 

 ②社員が退職し、又は解雇されたとき 

 ③社員又はその収入によって生計を維持している者が結婚し、出産し、疾病にかかり、災害を被 

  り、又は社員の収入によって生計を維持している者が死亡したため臨時に費用を必要とすると 

  き 

 ④社員又はその収入によって生計を維持している者が、やむを得ない事由によって 1 週間以上帰 

  郷するとき 

 ⑤前各号のほか、やむを得ない事情があると会社が認めたとき 

 

第４条（賃金の支払方法） 

１．賃金は通貨で直接社員にその全額を支払う。 

２．前項の規定にかかわらず、社員の同意を得た場合は、本人が指定する金融機関の口座への振り込

みにより賃金を支給する。また、以下の各号に掲げるものについては賃金を支払うときに控除する。 

①源泉所得税 

 ②住民税（市町村民税および都道府県民税） 

 ③雇用保険料 

 ④健康保険料（介護保険料を含む） 

 ⑤厚生年金保険料 

 ⑥会社の貸付金の当月返済分（本人の申し出による） 

 ⑦その他必要と認められるもので社員代表と協定したもの 

 

第５条（遅刻、早退、欠勤又は無給休暇の賃金控除） 

１．遅刻、早退、欠勤又は無給休暇により、所定労働時間の全部又は一部を休業した場合は、第 2 項

から第 4 項の計算式によりその休業した時間に応じる賃金は支給しない。ただし、この規程又は就

業規則に別段の定めのある場合はこの限りでない。 

２．月給制・日給月給制の者 

  次の①②のどちらか高い方の額を支給する。 

①以下の賃金を控除して支給する。 

    

    

基準内賃金－兼務発令手当＋業務手当 
×欠勤時間数（欠勤日数）  

1 か月平均所定労働時間（1 か月平均所定労働日） 

 ②以下の賃金を日割り支給する。 

    

    

基準内賃金－兼務発令手当＋業務手当 
×出勤時間数（出勤日数）  

1 か月平均所定労働時間（1 か月平均所定労働日） 

３．日給制の者 

  次の①②のどちらか高い方の額を支給する。 

日給制の者の月平均所定労働時間は、「1 年間の所定労働日数×1 日の所定労働時間数÷12」とす

る。 
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①「基本給÷1 日の所定労働時間×欠勤時間数」及び以下の賃金を控除して支給する。 

    

    

基準内賃金-兼務発令手当＋業務手当 
×欠勤時間数（欠勤日数）  

1 か月平均所定労働時間（1 か月平均所定労働日） 

 ②「基本給÷1 日の所定労働時間×出勤時間数」又は「基本給×出勤日数」及び以下の賃金を日   

割り支給する。 

    

    

基準内賃金-兼務発令手当＋業務手当 
×出勤時間数（出勤日数）  

1 か月平均所定労働時間（1 か月平均所定労働日） 

４．時給制の者 

  次の①②のどちらか高い方の額を支給する。時給制の者の月平均所定労働時間は、「1 年間の所定

労働日数×1 日の所定労働時間数÷12」とする。 

①以下の賃金を控除した額に、時給×時間数分を支給する。 

    

    

基準内賃金－兼務発令手当＋業務手当 
×欠勤時間数（欠勤日数）  

1 か月平均所定労働時間（1 か月平均所定労働日） 

 ②賃金計算期間において、遅刻・早退・欠勤 10 日以上の場合 

  時給×時間数及び以下の賃金を日割り支給する。 

    

    

基準内賃金－兼務発令手当＋業務手当 
×出勤時間数（出勤日数）  

1 か月平均所定労働時間（1 か月平均所定労働日） 

 

第６条（中途入社又は中途退職の賃金計算） 

賃金計算期間の中途に入社又は退職した者に対する当該計算期間における賃金は、以下の計算式

により日割り支給するものとする。 

①月給制の者 

    

    

基準内賃金－兼務発令手当＋業務手当 
×出勤日数   

1 か月平均所定労働日数 

②日給制・時給制の者 

基本給分に加え、以下の計算式により日割り支給するものとする。 

    

    

基準内賃金-基本給－兼務発令手当＋業務手当 
×出勤日数 

1 か月平均所定労働時間（1 か月平均所定労働日） 

 

第７条（休職期間中の賃金） 

  原則として、就業規則に規定する休職期間中は賃金を支給しない。ただし、会社が特に必要と認

めた場合は基本給の 2 分の 1 を限度として支給することがある。 

 

第８条（臨時休業中の賃金） 

  会社の都合により社員を臨時に休業させる場合には、休業 1 日につき平均賃金の 100 分の 60 に相

当する休業手当を支給する。 

 

 

第２章  基準内賃金 

 

第９条（基本給） 

  正社員の基本給は月給制又は日給月給制とする。 
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パートタイマー（在宅ワーク以外）の基本給は月給制、日給月給制又は時給制とする。 

在宅ワークのパートタイマー及びアルバイトの基本給は原則時給制とする。 

社員の学歴、能力、経験、技能および職務内容などを総合的に勘案して各人ごとに決定する。 

在宅ワークの者の時間給単価は、在宅ワークを行う前と同様とし、労使協定で定めた在宅ワーク

の時間数に応じて支給する。 

 

第 10 条（昇給および給与改定） 

１.昇給は、勤務成績その他が良好な正社員について毎年 4 月 1 日をもって行うものとする。ただし、

会社の業績の著しい低下その他やむを得ない事由がある場合は、行わないことがある。 

正社員以外の者の昇給は原則として行わない。 

２.会社の業績、社員各人の業績を勘案し特別昇給又は給与改定が相当であると判断された場合、並び

に役職、業務の種類、就業場所その他の変更があった場合には、給与の改定を行うことがある。 

３.昇給額は、社員の勤務成績等を考慮して各人ごとに決定する。 

 

第 10 条の 2（役職手当） 

１．管理監督者である正社員に対して支給する。 

２．役職手当の額は労働条件通知書で明示する。 

３．会社内の全ての事業を統括管理する者であって、その者が主として携わる業務内容に応じ月額

30,000～80,000 円を支給する。 

４．役職手当を支給する者に対しては、時間外・休日勤務手当は支給しない。 

 

第 10 条の 3（リーダー手当） 

１．正社員に対して支給する。 

２．リーダー手当の額は労働条件通知書で明示する。 

３．所属部署の事業の質を担保し、事業の予算達成・管理責任を負い、部下等の指導を行う立場にあ

るリーダーに対して、支給する。 

４．リーダー手当の額は、事業内容等に応じ月額 1,000～20,000 円を支給する。 

５．リーダー手当の支給は、リーダー職に就いた日の翌月分から支給する、なお、リーダー職に就い

た日が月の初日であるときは、リーダー職に就いた日の属する月から支給する。 

 

第 10 条の 4（児童発達支援管理責任者手当） 

１．正社員・パートタイマーに対して支給する。 

２．児童発達支援管理責任者手当の額は労働条件通知書で明示する。 

３．児童発達支援管理責任者の資格を取得しており、子どもの発達・成長を支える専門職として、サ

ービス提供部門の管理職又は指導的立場を担う者として、会社が「児童発達支援管理責任者」を任

命した場合に、支給する。 

４．児童発達支援管理責任者手当の額は、業務内容等に応じ月額 10,000～50,000 円を支給する。 

５．児童発達支援管理責任者手当の支給は、児童発達支援管理責任者に就いた日の翌月分から支給す

る。なお、児童発達支援管理責任者に就いた日が月の初日であるときは、児童発達支援管理責任者

に就いた日の属する月から支給する。 

 

第 10 条の 5（キャリア手当） 

１．正社員・パートタイマーに対して支給する。 
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２．キャリア手当の額は労働条件通知書で明示する。 

３．職務遂行能力、保持技能・知識を生かす能力、事業成果及び事業貢献度を評価し、これらの能力

等がある者に対して支給する。 

４．支給額は次のとおりとする。 

  正社員：月額 5,000 円～20 万円 

パートタイマー：月額 500 円～10 万円 

５．キャリア手当の支給は、翌月分から支給する。なお、キャリア手当の支給対象となった日が月の

初日であるときは、キャリア手当の支給対象となった日の属する月から支給する。 

 

第 10 条の 6（処遇改善手当） 

１．正社員・パートタイマーに対して支給する。 

２．処遇改善手当の額は労働条件通知書で明示する。 

３．職位、職責、職務内容、資質向上、経験、資格内容等に応じ、これらに該当する者に対して支給

する。 

４．支給額は次のとおりとする。 

  正社員：月額 5,000 円～20 万円 

パートタイマー：月額 500 円～10 万円 

５．処遇改善手当の支給は、翌月分から支給する。なお、処遇改善手当の支給対象となった日が月の

初日であるときは、処遇改善手当の支給対象となった日の属する月から支給する。 

 

第 10 条の 7（職務手当） 

１．正社員・パートタイマーに対して支給する。 

２．児童発達支援及び放課後等デイサービスに従事し、かつ事務作業を行う者に支給する。 

３．職務手当の額は、5,000 円とする。 

４．職務手当の支給は、翌月分から支給する。なお、職務手当の支給対象となった日が月の初日であ

るときは、処遇改善手当の支給対象となった日の属する月から支給する。 

 

第 11 条（住居手当） 

１．住居手当は、次の各号のいずれかに該当する正社員に対して支給する。 

①自ら居住するため住宅を借り受け、現にその住宅に居住し、月額 23,000 円を超える家賃（共益費、

駐車場代を含まない）を支払っている世帯主であって、次に該当しない者 

ⅰ 父母又は配偶者の父母が居住している住宅の一部を借り受けて、これに居住している者でな

いこと。 

ⅱ 同居人が住居手当と同等の手当等の支給、補助がされていること。 

②正社員の所有にかかる住宅のうち、当該者によって新築され、又は購入された住宅であって当該

新築又は購入の日から起算して 5 年を経過していないものに居住している世帯主である者 

２．住居手当の月額は次のとおりとする。 

  ①前項①に掲げる者 

ⅰ 月額 28,000 円以下の家賃を支払っている者 

     家賃の月額から 23,000 円を控除した額 

   ⅱ 月額 28,000 円を超える家賃を支払っている者 

     家賃の月額から 28,000 円を控除した額の 2 分の 1 に相当する額（その額が 5,000 を超える

ときは 5,000 円）を 5,000円に加算した額 
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  ②前項②に掲げる者 

   ⅰ 新築又は購入に係る金融機関の借り入れ額が 2,000 万円を超える者  3,000 円 

   ⅱ 新築又は購入に係る金融機関の借り入れ額が 2,000 万円以下の者   2,500 円 

３．住居手当の支給要件を備えるに至った者は、その住居の実情等を住居届に記載の上、当該要件を

備えていることを証明する資料を添付して速やかに会社に届け出なければならない。なお、変更が

あった場合、要件を欠くこととなった場合についても同様とする。 

４．住居手当の支給は、届出を提出した日の翌月分から支給する。なお、届出を提出した日が月の初

日であるときは、届出を提出した月から支給する。 

５．業務命令により、住居移転せざるを得ない業務に従事すると会社が判断した者については、正社

員でなくとも特別に支給する場合がある。なお、この場合においても継続勤務 6 か月未満の場合は

支給しない。 

 

第 12 条（通勤手当） 

１．正社員・パートタイマーに対して支給する。 

２．通勤距離が片道 2km 以上ある者、かつ実際に通勤費を負担している者に対し、1 か月分の手当額を

支給する。一賃金支払期中、出勤した日がない場合には支給しない。 

３．当初届け出た通勤経路と実際に利用する通勤経路が異なり、通勤に要する費用が少なくなった場

合には通勤手当を返納させる。また費用が多くなった場合には特別の事情を除き差額を支給しない。 

４．同一就業場所に対し、複数の通勤経路で出勤できる者については、一賃金支払期中において 3 分

の 2 以上使用することとなる経路の通勤手当額を支給する。 

５．令和 7 年 11 月 19 日公布・所得税法施行令「通勤のため自動車などの交通用具を使用している給

与所得者に支給する通勤手当の非課税限度額」を基本として下表のとおり支給する。 

①交通機関又は有料道路を利用している人に支給する通勤手当 

②交通機関を利用している人に支給する通勤用定期乗車券 

1 か月当たりの合理的な運賃

等の額（最高限度 32,300円） 

③自動車や自転

車などの交通用

具を使用してい

る人に支給する

通勤手当 

通勤距離が片道 45km 以上である場合 32,300 円 

通勤距離が片道 35km 以上 45km 未満である場合 25,900 円 

通勤距離が片道 25km 以上 35km 未満である場合 19,700 円 

通勤距離が片道 15km 以上 25km 未満である場合 13,500 円 

通勤距離が片道 10km 以上 15km 未満である場合 7,300 円 

通勤距離が片道  2km以上 10km未満である場合 4,200 円 

④交通機関又は有料道路を利用するほか、交通用具も使用してい

る人に支給する通勤手当や通勤用定期乗車券 

1 か月当たりの合理的な運賃

等の額と③の金額との合計額 

（最高限度 32,300 円） 

６．前 2 項にかかわらず、正社員と同等の所定労働日数を出勤しない者については、往復実費×出勤

日数分の通勤手当を支給する。 

  なお、正社員と同等の所定労働日数を出勤しない者については、往路・復路それぞれの領収書を

会社へ提出すること。提出しない者については、通勤手当を支給しない。 

７．通勤手当の支給要件を備えるに至った者は、その通勤の実情等を通勤手当申請書に記載の上、当

該要件を備えていることを証明する資料を添付して速やかに会社に届け出なければならない。この

場合において、自動車を使用して通勤をする社員については、その自動車検査証、自動車損害賠償

責任保険証明書、任意保険の証券、自動車運転免許証の写しを併せて提出しなければならない。な

お、変更があった場合、要件を欠くこととなった場合についても速やかに会社に届け出なければな

らない。 
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８．通勤手当の支給は、届出を提出した日の翌月分から支給する。なお、届出を提出した日が月の初

日であるときは、届出を提出した月から支給する。 

 

第 12 条の 2（兼務発令手当） 

兼務発令をされた者（正社員・パートタイマーを問わず）に対し、兼務発令手当を支給する。支

給額は、兼務発令の時期・内容等によって異なるため、対象者に対し事前に明示する。 

 

 

第３章  基 準 外 賃 金        

 

第 13 条（業務手当） 

１．月給制の正社員・パートタイマーに対して支給する。 

２．業務手当は、時間外労働の固定残業手当として支給する。業務手当の支給を受けている者が、あ

らかじめ定めている業務手当の金額を超えて、実際に時間外労働した場合に、不足額を追加支給す

る。 

３．業務手当の額及び業務手当に関する時間外労働時間数については、労働条件通知書で明示する。 

４．採用日から 4 か月経過した日の属する月分から支給する。なお、採用日が月の初日であるときは、

採用日から 3 か月経過した日の属する月分から支給する。 

  例：採用日 3 月 3 日の場合、7 月分から支給。採用日 3 月 1 日の場合、6 月分から支給。 

 

第 14 条（時間外・休日・深夜勤務手当） 

１．所定労働時間を超え、かつ、法定労働時間を超えて労働した場合には、時間外勤務手当を、法定

の休日に労働した場合には休日勤務手当を、深夜（午後 10 時から午前 5 時までの間）に労働した場

合には深夜勤務手当を、それぞれ以下の計算により支給する。 

算定基準賃金とは基準内賃金から住居手当及び通勤手当を除いたものをいう。 

① 月給制・日給月給制の者 

時間外勤務手当  
算 定 基 準 賃 金 ×1.25 又は 1.00 若しくは 1.50 ※ 

×時間外労働時間数 1 か月平均所定労働時間 

休日勤務手当  
算 定 基 準 賃 金 

×1.35×休日労働時間数         
1 か月平均所定労働時間 

深夜勤務手当  
算 定 基 準 賃 金 

×0.25×深夜労働時間数         
1 か月平均所定労働時間 

  ※時間外勤務手当：時間外労働が法定労働時間超の場合 1.25 を、法定労働時間以下の場合 1.00

を掛ける。時間外労働が月 60 時間超の場合は、1.50をかける。 

② 日給制の者 

  日給制の者の月平均所定労働時間は、「1 年間の所定労働日数×1 日の所定労働時間数÷12」とする。 

時間外勤務手当 ( 
基本給 

＋ 
算 定 基 準 賃 金  

) 
×1.25 又は 1.00 若しくは 1.50 ※ 

×時間外労働時間数 1 日の所定労働時間 1 か月平均所定労働時間 

休日勤務手当 ( 
基本給 

＋ 
算 定 基 準 賃 金  

) ×1.35×休日労働時間数         
1 日の所定労働時間 1 か月平均所定労働時間 

深夜勤務手当 ( 
基本給 

＋ 
算 定 基 準 賃 金  

) ×0.25×深夜労働時間数         
1 日の所定労働時間 1 か月平均所定労働時間 
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※時間外勤務手当：時間外労働が法定労働時間超の場合 1.25 を、法定労働時間以下の場合 1.00

を掛ける。時間外労働が月 60 時間超の場合は、1.50をかける。 

③ 時給制の者 

  時給制の者の月平均所定労働時間は、「1 年間の所定労働日数×1 日の所定労働時間数÷12」とする。 

時間外勤務手当 ( 基本給＋ 
算 定 基 準 賃 金  

) 
×1.25 又は 1.00 若しくは 1.50 ※ 

×時間外労働時間数 1 か月平均所定労働時間 

休日勤務手当 ( 基本給＋ 
算 定 基 準 賃 金  

) ×1.35×休日労働時間数         
1 か月平均所定労働時間 

深夜勤務手当 ( 基本給＋ 
算 定 基 準 賃 金  

) ×0.25×深夜労働時間数         
1 か月平均所定労働時間 

※時間外勤務手当：時間外労働が法定労働時間超の場合 1.25 を、法定労働時間以下の場合 1.00

を掛ける。時間外労働が月 60 時間超の場合は、1.50をかける。 

２．所定労働時間を超え、かつ法定労働時間を超えて労働した時間、又は休日に労働した時間が深夜

に及ぶ場合は、時間外勤務手当又は休日勤務手当と深夜勤務手当を合計した割増賃金を支給する。 

 

第 15 条（資格奨励金） 

１．次項の資格を取得した正社員に対して一時金として支給する。資格取得者が合格証を会社へ提出

した日の賃金締切日直後の賃金支払日に支給する。 

  なお、合格していても合格証の提出がされない場合は、資格奨励金は支給しない 

２．社会福祉士･･･5 万円 

保育士･･･3 万円 

  精神保健福祉士･･･2 万円 

キャリアコンサルタント･･･2 万円 

臨床心理士･･･1 万円 

 

第 15 条の 2（臨時手当） 

１．運営・業務内容が難しい勤務先等を考慮して、毎年 3 月、6 月、12 月に正社員に支給する場合が

ある。 

２．支給額は業務の難易度、勤務先の状況等により決定する。 

 

第 16 条（賞与の支給） 

１．各事業の収支状況によって事業部ごとに決定し、正社員に原則として支給する。 

２．賞与は、将来の労働への意欲向上策としての意味を込めて支給するため、賞与支給日に在籍する

者に支給する。 

３．賞与は、原則として年 2 回支給する。ただし、会社の決算の状況、業績の著しい低下その他やむ

を得ない事由がある場合には、支給時期を延期し、又は支給しないことがある。 

４．前項の賞与の額は、正社員の勤務成績、勤務態度、能力、実績評価等を考課して各人ごとに決定

する。ただし、次の第 1 号から第 3 号に掲げる者に対しては、賞与を支給しない。また、第 4 号に

掲げる者に対しては、考課基準は低く評価されることになる。 

① 賞与支給日に在籍していない者 

② 第 18 条に定める各算定対象期間において、正社員として 4 か月以上在籍していない者 

③ 休職期間、産前産後の休業期間、母性健康管理のための休暇等の期間、育児休業期間、介護休

業期間、業務上の傷病による休業期間、子の看護休暇及び介護休暇を取得したことにより、算定
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対象期間において勤務実績が全くない者 

④ 算定対象期間中に懲戒処分を受けた者。 

考課基準のマイナス査定分については、懲戒処分を行う際に、会社は社員に明示する。 

５.算定対象期間中に育児（出生時含む）介護休業を取得した期間が含まれる場合には、出勤日数によ

り日割りで計算した額を支給する。また、算定対象期間中に、子の看護等休暇及び介護休暇を取得

した期間、深夜業制限及び育児・介護短時間勤務をした期間が含まれる場合には、休暇を取得した

時間及び制限又は短縮した時間に対応する賞与は支給しない。これら休業等の期間を超えて働かな

かったものとして取り扱う「不利益な取扱い」は行わない。 

６．正社員以外の者には賞与は原則として支給しない。ただし、特に顕著な業績が認められた者につ

いては、特別に支給することがある。 

 

第 17 条（賞与の支給時期） 

支給時期は原則として次のとおりとする。 

支給日が金融機関の休日に当たるときは、その前日に繰り上げて支給する。 

種 類 支給時期 

夏季賞与 6 月 

冬季賞与 12 月 

 

第 18 条（算定対象期間） 

賞与を計算するにあたり、勤務成績、勤務態度、能力、実績評価等の算定対象期間は以下のとお

りとする。 

種類 算定対象期間 

夏季賞与 前年 10 月 1 日～3 月 31 日 

冬季賞与   4 月 1 日～9 月 30 日 

 

第 19 条（その他手当） 

１.第 2 条に定める賃金とは別に、転居を伴う入社や就業場所の変更等の会社理由により、転居、その

他の費用負担額が相当に高いと会社が判断した場合に、費用負担の一部として特別に一時金を支給

する場合がある。 

２.正社員か否かを問わず、第 1 項の事由に該当すれば、支給することがあり得る。 

 

 

附則 

株式会社スターシャル教育研究所の全事業場に対して適用する。 

この規程は、平成 23 年 3月 1 日から施行する。 

平成 23 年 7 月 7 日に一部改定 

平成 23 年 4 月 1 日に一部改定 

平成 26 年 2 月 1 日に一部改定 

平成 28 年 4 月 1 日に一部改定 

平成 29 年 4 月 1 日に一部改定 

平成 30 年 4 月 1 日に一部改定 

令和 2 年 4 月 1 日に一部改定 

令和 3 年 1 月 1 日に一部改定 

令和 4 年 3 月 1 日に一部改定 
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令和 5 年 4 月 1 日に一部改正 

令和 5 年 11 月 1 日に一部改正 改定履歴 NO.13-15 のとおり 

令和 6 年 2 月 1 日に一部改正 改定履歴 NO.16-17 のとおり 

令和 6 年 4 月 1 日に一部改正 改定履歴 NO.18 のとおり 

令和 8 年 1 月 1 日に一部改正 改定履歴 NO.19-24 のとおり  
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賃金規程 2022.3.1（令和 4年 3月 1日）以降の改定履歴 

NO 改定年月日 条文番号等 主な改定内容 

1 2022.3.1 第 2条① キャリア手当及び処遇改善手当を追加 

2 2022.3.1 第 10条第 1項 「昇給は原則として行わない。」から「勤務成績その他が良好な正社

員について随時行うものとする。ただし、会社の業績の著しい低下そ

の他やむを得ない事由がある場合は、行わないことがある。正社員以

外の者の昇給は原則として行わない。」へ変更 

3 2022.3.1 第 10条第 3項 「昇給額は、社員の勤務成績等を考慮して各人ごとに決定する。」を

追加 

4 2022.3.1 第 10条の 5 キャリア手当の条文追加 

5 2022.3.1 第 10条の 6 処遇改善手当の条文追加 

6 2022.3.1 第 11条第 5項 項追加 

「業務命令により、住居移転せざるを得ない業務に従事すると会社が

判断した者については、正社員でなくとも特別に支給する場合がある。

なお、この場合においても継続勤務 6か月未満の場合は支給しない。」 

7 2022.3.1 第 12条第 2項 「実際に通勤費を負担している者」を追加 

8 2022.3.1 第 13条第 3項 「業務手当に関する時間外労働時間数」を追加 

9 2022.3.1 第 15条の 2 

第 1項 

「支給する」を「正社員に支給する場合がある」を明記 

10 2022.3.1 第 16条第 6項 項追加 

「正社員以外の者には賞与は原則として支給しない。ただし、特に顕

著な業績が認められた者については、特別に支給することがある。」

を明記 

11 2022.3.1 第 19条 その他手当の条文追加 

12 2023.4.1 第 14条 月 60時間超の時間外労働の割増率 1.50を追加 

13 2023.11.1 第 9条 「正社員及びパートタイマー（在宅ワーク以外）の基本給は月給制、日

給月給制又は日給制とする。」から「正社員の基本給は月給制又は日

給月給制とする。パートタイマー（在宅ワーク以外）の基本給は月給制、

日給月給制又は日給制とする。」へ変更 

14 2023.11.1 第 10条の 5 

第 3項 

「職務遂行能力、保持技能・知識を生かす能力、事業成果及び事業貢

献度を評価し、支給する。」から「職務遂行能力、保持技能・知識を

生かす能力、事業成果及び事業貢献度を評価し、これらの能力等があ

る者に対して支給する。」へ変更 

15 2023.11.1 第 10条の 6 

第 3項 

「職位、職責、職務内容、資質向上、経験、資格内容等に応じて支給

する。」から「職位、職責、職務内容、資質向上、経験、資格内容等

に応じ、これらに該当する者に対して支給する。」へ変更 

16 2024.2.1 第 2条 職務手当を追加 

17 2024.2.1 第 10条の 7 職務手当を追加 

18 2024.4.1 第 10条第 1項 「随時」から「毎年 4月 1日をもって」へ変更 

19 2026.1.1 第 2条 ①在宅ワーク以外の者を通常行従事者へ変更 

②在宅ワークの者を在宅限定業務従事者へ変更 

20  第 9条 パートタイマー（在宅ワーク以外）の基本給は(略)日給とする。を 
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パートタイマー（在宅ワーク以外）の基本給は(略)時給制とする。へ変更 

21  第 10条の 4 

第 1項 

正社員を正社員・パートタイマーへ変更 

22  第 12条第 5項 公布年月日を平成 26 年 10月 17 日から令和 7 年 11 月 19 日へ変更 

表の金額を変更 

23  第 12条 

第 6項～第 8項 

7 項を削除により第 6 項へ、第 8 項を第 7 項へ、第 9 項を第 8 項へ変更 

24  第 16条第 5項 (出生時含む)を追加 

子の看護休暇を子の看護等休暇へ変更 

 


